
第２次加東市ＤＶ対策基本計画　進捗管理票（案）

基本課
題

基本的
方向

具体的施策 取組
施策コー

ド
指標 現状値（平成29年度）

平成●年度の取組内容と効果
（計画期間中の各年度の数値
を入力）

目標値（平成34年度） 担当課

（１）加東市配偶
者暴力相談支援セ
ンターの周知と充
実

加東市配偶者暴力
相談支援センター
の周知と充実

Ⅰ-1-
(1)-①

相談窓口の周知 広報紙等での周知回数　1回 広報紙等での周知回数　5回 福祉総務課

（２）相談窓口の
周知と充実

「女性のための相
談」窓口の周知

Ⅰ-1-
(2)-①

「女性のための相談」延件数 24件 29件 福祉総務課

外国人相談延件数 １件 １件 福祉総務課
権利擁護研修参加者数 139人 150人 高齢介護課

手話通訳者・登録要約筆記者
数

手話通訳者・要約筆記者数
10人

手話通訳者・要約筆記者数
12人

社会福祉課

人権擁護委員等を
対象とした研修会
の実施

Ⅰ-1-
(3)-②

人権擁護委員等を対象とした
研修会実施回数

0回 1回 人権協働課

（１）相談員等の
各種研修への参加

相談員等の資質の
向上

Ⅰ-2-
(1)-①

各種研修への参加回数 8回 10回 福祉総務課

相談員のメンタル不調による
休暇件数　0件

0件 0件 福祉総務課

相談員のメンタル不調による
休暇件数　0件

0件 0件 人事課

相談者の特性（障
害者、高齢者、性
的マイノリティ、
外国人の方）に応
じた情報提供や相
談支援Ⅰ相談

体制の
充実

２．相
談員等
の資質
向上

（２）相談員等へ
の被害防止、心理
的ケアの実施

相談員等へのメン
タルヘルス研修、
心の相談の実施

１．相
談窓口
体制の
周知・
充実

（３）相談者の特
性（障害者、高齢
者、性的マイノリ
ティ、外国人の
方）に応じた情報
提供や相談支援

Ⅰ-1-
(3)-①

Ⅰ-2-
(2)-①
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基本課
題

基本的
方向

具体的施策 取組
施策コー

ド
指標 現状値（平成29年度）

平成●年度の取組内容と効果
（計画期間中の各年度の数値
を入力）

目標値（平成34年度） 担当課

（１）被害者及び
同伴家族の安全確
保

警察や関係機関と
の連携による一時
保護所までの同行
支援の実施

Ⅱ-1-
(1)-①

一時保護時の同行支援 同行支援割合　100％ 同行支援割合　100％

福祉総務課
関係間（学
校・保育所

等）

（２）子どもの安
全確保

関係機関との連携
による子どもの安
全確保の実施

Ⅱ-1-
(2)-①

県のこども家庭センターや学
校等と子どもやその家庭に関
する情報を共有し、見守りを
継続する。

県のこども家庭センターや学
校等と子どもやその過程に関
する情報を共有し、見守りを
継続しています。

県のこども家庭センターや学
校等と子どもやその家庭に関
する情報を共有し、見守りを
継続します。

福祉総務課
関係間（学
校・保育所

等）

（３）警察や県と
の連携による一時
保護

警察や関係機関と
の連携による一時
保護の実施

Ⅱ-1-
(3)-①

一時保護件数
被害者の身の安全を第一に一
時保護を実施しています。

被害者の身の安全を第一に一
時保護を実施します。

福祉総務課

被害者の個人情報の適正な管
理

事務要領に基づき、対象者
（被害者）の個人情報を適正
に管理しています。※閲覧の
制限については、100％達成が
必須であるため省略します。

近隣市町の運用等を参考にし
ながら、適正な管理を行いま
す。
※閲覧の制限については、
100％達成が必須であるため省
略します。

市民課

住民基本台帳閲覧制限事務の
関与件数

住民台帳閲覧の制限の手続き
が必要な場合は事務手続き等
の支援を実施しています。

住民台帳閲覧の制限の手続き
が必要な場合は事務手続き等
の支援を実施します。

福祉総務課

被害者の個人情報の適正な管
理

情報管理100％ 情報管理100％ 福祉総務課

被害者の個人情報の適正な管
理

支援希望者に同意を得た上
で、関係各課にも情報を提供
するとともに、警告メッセー
ジを表示するなど、情報の取
り扱いの注意喚起を行ってい
ます。（連携部署13課、情報
管理100％）

支援措置対象者の情報の取り
扱いを確認し、関係各課が共
通認識をもって、適切な情報
の管理を行います。（情報管
理100％）

市民課

情報漏洩防止の徹底
すべての被害者について、情
報漏洩防止に取り組んでいま
す。

すべての被害者について、情
報漏洩防止に取り組みます。

学校教育課

情報漏洩防止の徹底
情報漏洩件数：0件 情報漏洩件数：0件 こども教育

課

Ⅱ被害
者の安
全確保

１．緊
急時に
おける
安全確
保

２．被
害者の
情報の
保護

（１）住民基本台
帳の閲覧等の制限

住民基本台帳の閲
覧及び住民票の写
し・戸籍の附票の
写しの発行・マイ
ナンバーによる情
報開示の制限

被害者情報の取扱
いに関する関係者
間での共通認識の
形成

（２）関係部局に
おける情報管理の
徹底

Ⅱ-2-
(1)-①

Ⅱ-2-
(2)-①
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基本課
題

基本的
方向

具体的施策 取組
施策コー

ド
指標 現状値（平成29年度）

平成●年度の取組内容と効果
（計画期間中の各年度の数値
を入力）

目標値（平成34年度） 担当課

被害者の個人情報の適正な管
理

注意喚起実施率：100％
注意喚起実施率：100％

税務課

郵便業務、窓口業務での本人
確認の徹底

郵便物の誤発送：0件 郵便物の誤発送：0件 保険医療課

被害者の個人情報の適正な管
理

情報漏洩件数：0件 情報漏洩件数：0件
健康課

被害者の個人情報の適正な管
理

管理方法についての周知率：
100％

管理方法についての周知率：
100％ 管理課

（１）保護命令制
度に関する情報提
供

保護命令制度に関
する情報提供の実
施

Ⅱ-3-
(1)-①

被害者に保護命令に関する制
度説明と書類作成支援

被害者に保護命令に関する制
度説明と書類の作成を支援し
ています。

被害者に保護命令に関する制
度説明と書類の作成を支援し
ます。

福祉総務課

（２）裁判所への
同行支援

保護命令申立時の
裁判所への同行支
援

Ⅱ-3-
(2)-①

同行支援の実施 100％実施 100％実施 福祉総務課

Ⅱ被害
者の安
全確保

３．保
護命令
等の情
報提供
と申立
にかか
る手続
きの支
援

２．被
害者の
情報の
保護

被害者情報の取扱
いに関する関係者
間での共通認識の
形成

（２）関係部局に
おける情報管理の
徹底

Ⅱ-2-
(2)-①
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基本課
題

基本的
方向

具体的施策 取組
施策コー

ド
指標 現状値（平成29年度）

平成●年度の取組内容と効果
（計画期間中の各年度の数値
を入力）

目標値（平成34年度） 担当課

（１）自立に向け
た情報の提供

自立に向けた情報
の提供

Ⅲ-1-
(1)-①

情報提供の実施
ＤＶ被害者が必要とする情報
提供を行っています。

ＤＶ被害者が必要とする情報
提供を行います。

福祉総務課
関係各課

同行支援の実施
情報提供の実施

転入や転出に関する行政手続
きの際、同行支援を行いま
す。
必要に応じて、司法手続きに
関する情報提供も行います。

転入や転出に関する行政手続
きの際、同行支援を行いま
す。
必要に応じて、司法手続きに
関する情報提供も行います。

福祉総務課

被害者が生活困窮者の場合の
相談終結率

０件（終結率－％） 終結率：100％ 社会福祉課

他市町村との連携の実施率
０％（連携を行ったことがな
いため）

100％（相談があった場合は、
速やかに関係法令等にに基づ
き対応します）

保健医療課

他市町村との連携の実施

被害者の状況に応じて、必要
時、乳幼児健診の依頼や予防
接種の事務手続きを実施して
います。

乳幼児健診や予防接種等につ
いて、被害者の状況に応じ
て、他市町との連携や事務手
続きを行います（※個々の
ケースにより、状況が異なる
ため）。

健康課

情報提供の実施

生活再建に向けた相談に応
じ、様々な制度の活用や行政
手続きの支援を行っていま
す。

司法手続きに関する情報提供
を行います。

市民課

母子生活支援施設等の情報提
供

母子生活支援施設等の情報提
供を行い、住宅の確保に努め
ています。

母子生活支援施設等の情報提
供を行い、住宅の確保に努め
ます。

福祉総務課

情報提供の実施
県営住宅や市営住宅の入居条
件等の情報提供を行います。

今後も継続して県営住宅や市
営住宅の入居条件等の適切な
情報を提供します。

都市政策課

情報提供の実施
ハローワークや市が設置する
就労支援室等の相談窓口の情
報を提供します。

ハローワークや市が設置する
就労支援室等の相談窓口の情
報を提供します。

福祉総務課

就労に関する相談件数
被害者からの相談に随時対応
しています（平成29年度の相
談はなし）。

連携部署と情報共有し、被害
者からの相談があれば、随時
対応します。

商工観光課

情報提供の実施
心理相談やカウンセリング等
の情報提供を行っています。

心理相談やカウンセリング等
の情報提供を行います。

福祉総務課

こころの相談窓口の啓発

窓口でのチラシの設置
乳幼児健診や訪問、各種事業
実施時にチラシを配布
ホームページへの掲載

継続してこころの相談窓口の
周知に努める。

健康課

１．被
害者の
自立に
向けた
支援

（２）生活再建に
向けた支援

生活再建に向けた
諸手続きの支援と
情報提供

（４）就労に向け
た支援

ハローワーク等と
連携した就労支援
の実施

Ⅲ被害
者の自
立支援
と生活
再建の
支援

（３）住宅の確保
に向けた支援

住宅に関する情報
提供

（５）心理的ケア
に関する相談窓口
の情報提供

心理相談やカウン
セリング機関の情
報提供の実施

Ⅲ-1-
(2)-①

Ⅲ-1-
(3)-①

Ⅲ-1-
(4)-①

Ⅲ-1-
(5)-①
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基本課
題

基本的
方向

具体的施策 取組
施策コー

ド
指標 現状値（平成29年度）

平成●年度の取組内容と効果
（計画期間中の各年度の数値
を入力）

目標値（平成34年度） 担当課

同行支援の実施

転出先での就学について、手
続き関係の同行支援や必要に
応じて学校の見学を同行支援
しています。

転出先等での就学について、
手続き関係の同行支援や必要
に応じて学校の見学を同行支
援します。

福祉総務課

被害者の子どもの就学支援の
実施

すべての対象児童生徒が避難
先で就学できています。

すべての対象児童生徒が避難
先で適切に就学できていま
す。

学校教育課

被害者の子どもの保育所等利
用率

100% 100%
こども教育

課

（２）スクールカ
ウンセラーの配置
による心理的ケア
の実施

スクールカウンセ
ラーによる心のケ
アの実施

Ⅲ-2-
(2)-①

教育相談の実施

心のケアを図るために教育相
談を実施しています。
関係機関と連携した支援を進
めています。

教育相談による心のケアと、
家庭環境の改善を図るために
関係機関との連携を強化し、
問題の早期発見と解決に努め
ます。

学校教育課

障害児童虐待の終結率
虐待認定：０件
終結した件数：０件
終結率：－％

終結率：100％ 社会福祉課

要保護児童対策地域協議会と
の協議の実施

必要があれば、要保護児童対
策地域協議会において、関係
機関の支援方針等について検
討しています。

必要があれば、要保護児童対
策地域協議会において、関係
機関の支援方針等について検
討します。

福祉総務課
関係各課

子育て支援プラン検討会の開
催回数

12回（検討数151件）

12回
毎月、継続して開催し、必要
な支援者に対して支援方針が
決定でき、各課で情報共有を
図ることができる。

健康課

乳児家庭全戸訪問
事業による家庭訪
問や乳幼児健診の
実施等

Ⅲ-2-
(3)-②

乳児家庭全戸訪問事業による
家庭訪問実施率
乳幼児健診の実施回数
子育て相談実施回数

乳児家庭全戸訪問事業による
家庭訪問実施率：96.9％
乳幼児健診の実施回数4 か月
児健診、1 歳6か月児健診、3
歳児健診は月齢に合わせて毎
月1 回実施
子育て相談実施回数：1 回/月
（午前･午後）

乳児家庭全戸訪問事業による
家庭訪問実施率：97.0 ％
乳幼児健診の実施回数4 か月
児健診、1 歳6か月児健診、3
歳児健診は、月齢に合わせて
毎月1 回実施（未受診児につ
いては、未受診理由の確認と
面接等で状況を把握します）
子育て相談実施回数：1 回/月
（午前･午後）

健康課

４回 ４回
学校教育課

支援を必要とする全ての子供
を長期的・継続的に見守って
います。

支援を必要とする全ての子供
を長期的・継続的に見守りま
す。

こども教育
課

被害者の子どもの
就学等の手続きの
支援

要保護児童対策地
域協議会との連携
による子どもへの
支援の実施

Ⅲ被害
者の自
立支援
と生活
再建の
支援

２．被
害者の
子ども
への支
援

（３）関係機関と
の連携による子ど
もへの継続的な支
援の実施

子どもの学級担任
による相談等の実
施

（１）就学や保育
に関する支援

Ⅲ-2-
(1)-①

Ⅲ-2-
(3)-①

Ⅲ-2-
(3)-③

教育相談実施回数
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基本課
題

基本的
方向

具体的施策 取組
施策コー

ド
指標 現状値（平成29年度）

平成●年度の取組内容と効果
（計画期間中の各年度の数値
を入力）

目標値（平成34年度） 担当課

（１）冊子やカー
ドなどの啓発物品
の配布

ＤＶ防止啓発のた
めのカード等の設
置

Ⅳ-1-
(1)-①

リーフレットやサポートカー
ドの設置箇所数

医療機関と公共施設38箇所 医療機関と公共施設38箇所 福祉総務課

ＤＶ防止講演会開催回数 １回 １回 福祉総務課

男女共同参画に関する市民意
識調査

11.5% 30.0% 人権協働課

（３）「女性に対
する暴力をなくす
運動」（11月12日
～11月25日）の周
知

パープルリボン
キャンペーンの実
施

Ⅳ-1-
(3)-①

パープルリボンキャンペーン
の街頭啓発実施回数

１回 １回 福祉総務課

（１）デートＤＶ
防止教育・啓発の
実施

デートＤＶ防止授
業の実施

Ⅳ-2-
(1)-①

デートＤＶの防止授業実施校
数

市内中学校：３校 市内中学校３校
福祉総務課
学校教育課

人権感覚を育むためのプログ
ラム開催回数

　講座開催数：７回
　親子セミナー：３回
　出前親子セミナー：４件
講座参加組数　延べ参加組
数：170組

講座開催数：７回
延べ参加者数：180組
児童の出生数が逓減傾向にあ
るため、現状値の維持に努め
ます。

こども教育
課

保護者・地域の道徳授業に対
する満足度

‐ 80.0％ 学校教育課

ハラスメント防止等の教育・
啓発回数

デートＤＶ防止に係る啓発
年４回
※福祉総務課による取組

デートＤＶ防止に係る啓発に
加え、広報紙、ケーブルテレ
ビを活用した啓発、街頭啓発
活動を行う。年７回

人権協働課

（１）市民への意
識調査の実施

ＤＶやデートＤＶ
に関する市民意識
調査の実施

Ⅳ-3-
(1)-①

デートＤＶの認知度
43.3％（言葉や内容も知って
いる人の割合）

45.0％（言葉や内容も知って
いる人の割合）

福祉総務課

災害時の相談対応などの研究
をすすめ、マニュアルの検討
をしていきます。

福祉総務課

災害対応マニュアル等の中に
ＤＶの対応についての内容を
盛り込んでいくことを検討し
ます。

防災課

（１）ＤＶ被害者
支援対応マニュア
ルの活用

ＤＶ被害者支援対
応マニュアルの更
新

Ⅴ-１-
(1)-①

ＤＶ被害者支援対応マニュア
ルの見直し回数

１回 随時
福祉総務課
関係各課

（２）ＤＶ防止
ネットワーク会議
の開催

ＤＶ防止ネット
ワーク会議の開催

Ⅴ-１-
(2)-①

ＤＶ防止ネットワーク会議の
開催回数

１回 １回 福祉総務課

（２）災害時のＤ
Ｖ等被害者の相談
対応マニュアルの
検討

ⅣＤＶ
を許さ
ない意
識づく
りの推
進

３．Ｄ
Ｖに関
する調
査研究

Ⅴ支援
体制の
充実

１．庁
内支援
体制の
整備

１．Ｄ
Ｖ防止
に向け
た市
民・事
業所等
への啓
発

災害時のＤＶ相談
者の支援マニュア
ルの検討

災害時の相談対応などの情報
収集

男女共同参画セミ
ナー等の実施

２．子
ども・
若者に
対する
デート
ＤＶ防
止の教
育・啓
発

（２）発達段階に
応じた教育・啓発
の実施

人権感覚の醸成や
人の思いを大切に
する心を育む授業
等の実施。

Ⅳ-1-
(2)-①

（２）市民向け講
演会の開催

災害時のＤＶ相談者の支援マ
ニュアルの検討

Ⅳ-2-
(2)-①

Ⅳ-3-
(2)-①
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基本課
題

基本的
方向

具体的施策 取組
施策コー

ド
指標 現状値（平成29年度）

平成●年度の取組内容と効果
（計画期間中の各年度の数値
を入力）

目標値（平成34年度） 担当課

（１）警察や県な
ど関係機関との支
援体制の強化

警察や県など関係
機関との支援体制
の強化

Ⅴ-2-
(1)-①

警察や県など関係機関との支
援体制の強化

関係機関が連携して、ＤＶ被
害者について見守りや支援を
実施しています。

関係機関が連携して、ＤＶ被
害者について見守りや支援を
実施します。

福祉総務課

（２）広域的な被
害者支援の実施

他市町との連携に
よる被害者支援の
実施

Ⅴ-2-
(2)-①

他市町との連携による被害者
支援の実施

被害者の市外への転出、また
は市外からの転入の場合にお
いて、他市町と広域的な連携
によりＤＶ被害者を支援して
います。

被害者の市外への転出、また
は市外からの転入の場合にお
いて、他市町と広域的な連携
によりＤＶ被害者を支援しま
す。

福祉総務課

（３）民間の被害
者支援団体との連
携

民間の被害者支援
団体との連携

Ⅴ-2-
(3)-①

民間の被害者支援団体との連
携

民間の被害者支援団体と連携
して、被害者の自立を支援し
ています。

民間の被害者支援団体と連携
して、被害者の自立を支援し
ます。

福祉総務課

市職員を対象としたＤＶ研修
会開催回数

0回

３年に１回
他研修（ハラスメント研修、
女性管理職研修等）と組み合
わせ開催します。

人事課

ＤＶネットワーク会議での研
修会開催回数

ＤＶ被害者支援に関する課の
職員に対してＤＶネットワー
ク会議での研修会を実施：1回
/年

ＤＶ被害者支援に関する課の
職員に対してＤＶネットワー
ク会議での研修会を実施：1回
/年

福祉総務課

（２）支援団体の
育成

支援団体との連携
による、被害者の
安全の確保

Ⅴ-3-
(2)-①

支援団体との連携による被害
者支援の実施

支援団体の活動情報等収集回
数　1回。

支援団体の活動情報等収集回
数　　3回。

福祉総務課

Ⅴ支援
体制の
充実

２．関
係機関
との支
援体制
の強化

３．支
援を担
う人材
の育成

（１）職員に対す
る教育の実施

市職員を対象とし
たＤＶ研修の実施

Ⅴ-3-
(1)-①
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